
●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和６年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和５年度）

事業名(取組名) 下水道整備事業 評価番号 1-4-12-1(1)

担当課 生活環境課 係 下水道係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【１】安全で人にやさしい快適なまちづくり 会計 【05】公共下水道事業特別会計

基本施策 【４】安全で自然環境にやさしい上下水道の管理運営 款 【0501】下水道費

施策 【１２】下水道の整備 項 【050101】下水道費

（すべてチェック）

実施形態

下水道整備費

根拠法令等  　 下水道法　利根町下水道条例

新規・継続  事業開始年度 昭和 51 年度

主な取組
①公共下水道施設の整備 目 【05010101】公共下水道建設事業費

事業

事業期間

実施手法

事業概要

　公共下水道施設の整備を行い，公共用水域の水質保全及び生活環境の改善を図る。
　公共下水道の普及促進を図り，生活環境の向上に寄与する。

事業
業績

　茨城県が実施する霞ヶ浦常南流域下水道事業に建設負担金を支出し，流域下水道処理施設の整備促進を図っ
た。

支
　
出

主な歳出の節 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

円

18　負担金，補助及び交付金 7,893,000 円 6,691,000 円 679,000 円

14　工事請負費 1,212,200 円 297,000 円 0

円

円 円 円

円 円

円

その他 円 円 円

円 円

円

財
　
源

主な歳入の科目 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

国支出金 円

事業費　計 9,105,200 円 6,988,000 円 679,000

円

受益者負担金 219,280 円 289,570 円 175,060 円

円 円

県支出金 円 円

円

その他 円 円 円

地方債 7,500,000 円 5,900,000 円 400,000

円

事業費　計 9,105,200 円 6,988,000 円 679,000 円

一般財源 1,385,920 円 798,430 円 103,940

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　公共下水道の整備促進を進め，生活環境の向上に貢献してい
る。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　下水道法の規定によると，公共下水道の事業主体は原則市町村
である。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　特に向上が見込まれる事項はない。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　公共下水道の目的は，公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保
全を図ることにあるため廃止することはできない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　公共下水道の特性から，類似事業はない。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　公共下水道の意義，特性から今後も継続していく必要がある。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　流域下水道の建設負担金もあり，コストの削減は見込めない。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　新規に公共桝を設置する場合には受益者負担金を徴収してお
り，適正である。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和６年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和５年度）

事業名(取組名) 排水設備事業 評価番号 1-4-12-1(2)

担当課 生活環境課 係 下水道係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【１】安全で人にやさしい快適なまちづくり 会計 【05】公共下水道事業特別会計

基本施策 【４】安全で自然環境にやさしい上下水道の管理運営 款 【0501】下水道費

施策 【１２】下水道の整備 項 【050101】下水道費

（すべてチェック）

実施形態

排水設備事業費

根拠法令等  　 下水道法　利根町下水道条例

新規・継続  事業開始年度 昭和 51 年度

主な取組
①公共下水道施設の整備 目 【05010101】公共下水道建設事業費

事業

事業期間

実施手法

事業概要

　公共下水道施設の整備を行い，公共用水域の水質保全及び生活環境の改善を図る。
　公共下水道の普及促進を図り，生活環境の向上に寄与する。

事業
業績

　下水道工事指定店の指導及び個人宅地等の排水設備検査を３８件実施し，下水道事業の普及促進を図った。

支
　
出

主な歳出の節 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

円

円 円 円

15　原材料費 77,286 円 0 円 0

円

円 円 円

円 円

円

その他 円 円 円

円 円

円

財
　
源

主な歳入の科目 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

国支出金 円

事業費　計 77,286 円 0 円 0

円

受益者負担金 16,600 円 円 円

円 円

県支出金 円 円

円

その他 円 円 円

地方債 円 円

円

事業費　計 77,286 円 0 円 0 円

一般財源 60,686 円 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　公共下水道の整備促進を進め，生活環境の向上に貢献してい
る。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　下水道法の規定によると，公共下水道の事業主体は原則市町村
である。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　特に向上が見込まれる事項はない。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　公共下水道の目的は，公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保
全を図ることにあるため廃止することはできない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　公共下水道の特性から，類似事業はない。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　公共下水道の意義，特性から今後も継続していく必要がある。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　必要最小限の事業費であり，これ以上のコストの削減は見込め
ない。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　検査手数料を徴収しており，適正である。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携

見直す余地がある



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和６年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和５年度）

事業名(取組名) 維持管理事務事業 評価番号 1-4-12-2(1)

担当課 生活環境課 係 下水道係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【１】安全で人にやさしい快適なまちづくり 会計 【05】公共下水道事業特別会計

基本施策 【４】安全で自然環境にやさしい上下水道の管理運営 款 【0501】下水道費

施策 【１２】下水道の整備 項 【050101】下水道費

（すべてチェック）

実施形態

維持管理事務費

根拠法令等  　 下水道法　利根町下水道条例

新規・継続  事業開始年度 昭和 51 年度

主な取組
②公共下水道施設の維持管理 目 【05010102】公共下水道維持管理費

事業

事業期間

実施手法

事業概要

　公共下水道施設の維持管理を行う。

事業
業績

　流量計やポンプ施設等の公共下水道整備の円滑な維持管理と，施設の機能保全及び充実を図った。

支
　
出

主な歳出の節 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

円

12　委託料 7,524,000 円 7,672,500 円 11,600,600 円

10　需用費 2,243,190 円 1,262,440 円 1,326,015

円

18　負担金，補助及び交付金 71,812,000 円 66,936,000 円 53,680,500 円

13　使用料及び賃借料 287,900 円 287,900 円 421,000

円

その他 5,807,834 円 12,434,621 円 10,969,659 円

26　公課費 6,691,200 円 5,215,300 円 6,280,600

円

財
　
源

主な歳入の科目 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

国支出金 円

事業費　計 94,366,124 円 93,808,761 円 84,278,374

円

受益者負担金 89,266,124 円 88,508,761 円 75,278,374 円

円 円

県支出金 円 円

円

その他 円 円 円

地方債 5,100,000 円 5,300,000 円 9,000,000

円

事業費　計 94,366,124 円 93,808,761 円 84,278,374 円

一般財源 円 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　公共下水道の維持管理に努め，生活環境の維持向上に貢献して
いる。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　下水道法により，公共下水道の事業主体は原則市町村であると
定められている。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　特に向上が見込まれる事項はない。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　公共下水道の目的は，公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保
全を図ることにあるので廃止することはできない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　公共下水道の特性から，類似事業はない。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　公共下水道の意義，特性から今後も継続していく必要がある。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　流域下水道の維持管理負担金もあり，コストの削減は見込めな
い。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　下水道使用料を徴収しており，適正である。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和６年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和５年度）

事業名(取組名) 維持管理工事事業 評価番号 1-4-12-2(2)

担当課 生活環境課 係 下水道係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【１】安全で人にやさしい快適なまちづくり 会計 【05】公共下水道事業特別会計

基本施策 【４】安全で自然環境にやさしい上下水道の管理運営 款 【0501】下水道費

施策 【１２】下水道の整備 項 【050101】下水道費

（すべてチェック）

実施形態

維持管理工事費

根拠法令等  　 下水道法　利根町下水道条例

新規・継続  事業開始年度 昭和 51 年度

主な取組
②公共下水道施設の維持管理 目 【05010102】公共下水道維持管理費

事業

事業期間

実施手法

事業概要

　公共下水道施設の維持管理及び危険個所の補修を行う。

事業
業績

　布川地内フレッシュタウン北側雨水路の改築工事，既設マンホール蓋の交換及び汚水・雨水管渠の補修清掃
を行い，下水道の流化能力向上並びに道路交通の安全を確保することができた。
　また，要望に沿った浄化センター周辺地域生活環境整備を実施し，地域住民の生活環境改善に寄与した。

支
　
出

主な歳出の節 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

円

14　工事請負費 57,152,119 円 55,235,840 円 22,857,008 円

12　委託料 7,414,000 円 6,721,000 円 4,433,000

円

円 円 円

15　原材料費 3,186,150 円 2,265,450 円 1,832,270

円

その他 円 円 円

円 円

円

財
　
源

主な歳入の科目 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

国支出金 17,000,000 円

事業費　計 67,752,269 円 64,222,290 円 29,122,278

円

受益者負担金 17,871,269 円 13,997,390 円 3,604,970 円

14,500,000 円 8,500,000 円

県支出金 円 円

円

その他 19,481,000 円 22,724,900 円 17,017,308 円

地方債 13,400,000 円 13,000,000 円 0

円

事業費　計 67,752,269 円 64,222,290 円 29,122,278 円

一般財源 円 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　公共下水道の維持管理に努め，生活環境の向上に貢献してい
る。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　下水道法により，公共下水道の事業主体は原則市町村であると
定められている。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　特に向上が見込まれる事項はない。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　公共下水道の目的は，公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保
全を図ることにあるので廃止することはできない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　公共下水道の特性から類似事業はない。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　公共下水道の意義，特性から今後も継続していく必要がある。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　ストックマネジメント計画に基づく修繕工事を進めており，コ
ストの削減は見込めない。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　下水道使用料を徴収しており，適正である。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和６年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和５年度）

事業名(取組名) 高度処理型浄化槽設置整備事業 評価番号 1-4-12-3

担当課 生活環境課 係 下水道係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【１】安全で人にやさしい快適なまちづくり 会計 【01】一般会計

基本施策 【４】安全で自然環境にやさしい上下水道の管理運営 款 【0104】衛生費

施策 【１２】下水道の整備 項 【010401】保健衛生費

（すべてチェック）

実施形態

高度処理型浄化槽設置整備事業

根拠法令等  　
循環型社会形成推進交付金交付要綱　利根町高度処理型浄化槽設置整備事
業補助金交付要綱

新規・継続  事業開始年度 昭和 63 年度

主な取組
③高度処理型浄化槽の整備促進 目 【01040104】環境衛生費

事業

事業期間

実施手法

事業概要

　公共下水道の未整備箇所において，生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため，高
度処理型浄化槽設置に対して補助金を交付する。

事業
業績

　令和 5年度は，8基の高度処理型浄化槽の設置に対して補助金を交付し，生活排水による公共用水域の水質汚
濁防止に寄与した。

支
　
出

主な歳出の節 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

円

円 円 円

18　負担金，補助及び交付金 4,640,000 円 4,811,000 円 4,641,000

円

円 円 円

円 円

円

その他 円 円 円

円 円

円

財
　
源

主な歳入の科目 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績）

内
訳

国支出金 1,158,000 円

事業費　計 4,640,000 円 4,811,000 円 4,641,000

円

受益者負担金 円 円 円

1,598,000 円 1,540,000 円

県支出金 2,362,000 円 1,598,000 円 1,541,000

円

その他 円 円 円

地方債 円 円

円

事業費　計 4,640,000 円 4,811,000 円 4,641,000 円

一般財源 1,120,000 円 1,615,000 円 1,560,000

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するために，貢献
したている。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　水質汚濁の防止及び水質保全向上のため妥当である。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　個人の費用負担が発生することから，事業内容を工夫しても直
接成果の向上が見込めない。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　高度処理型浄化槽の設置により，水質汚濁の防止につながるこ
とから，廃止・休止の可能性はない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　下水道事業と連携を図るため令和３年度より下水道係で事務を
取り扱うことに変更した。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　今後も高度処理型浄化槽の設置を推進し，水質汚濁の防止に努める。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　国，県，町が各１／３を補助する事業であることから，コスト
削減の余地はない。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　高度処理型浄化槽設置に際しては，個人負担もあることから，
適正である。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携


